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職業能力開発センターで毎年開催される「技能祭」。今年度も多数の来場者で賑わいました。職業能力開発センター
は、求職者対象の職業訓練、お勤めの方のキャリアアップ等、働きたい人・働く人の職業能力開発を担っています。

しごととあなた・明日のための情報紙 2013
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今月の主な内容
●生徒作品や工作教室で「お･も･て･な･し」ー技能祭は盛況 ……………………………………………………………１
●東京都労働相談情報センター上半期の労働相談概況　相談内容トップは「退職」、  「賃金不払」相談は増加 ………２
●労働keyword豆知識 ……………………………………………………………………………………………………………２
●2013年　年末一時金要求･妥結状況　中間調査結果 ……………………………………………………………………３
●総務省「就業構造基本調査」結果から②東京の有業者　正規・非正規とも雇用者は増加 ……………………………４
●東京労働局からのお知らせ …………………………………………………………………………………………………４
●東京都労働相談情報センター・都立職業能力開発センターからのお知らせ …………………………………………５
●東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩のセミナー ･講習 ………………………………………………………６
●東京障害者職業能力開発校「職域開発科」事前説明会を開催します ……………………………………………………６
●都立職業能力開発センター等非常勤講師の募集 …………………………………………………………………………６

生徒作品や工作教室で「お･も･て･な･し」─技能祭は盛況
Topic

s

中央･城北センター
☎03-5800-2611

城東センター
☎03-3683-0341

多摩センター
☎042-500-8700

高年齢者校
☎03-5211-2340

台東分校※

☎03-3843-5911

城南センター
☎03-3472-3411

大田校
☎03-3744-1013

東京障害者職業能力開発校
☎042-341-1411

板橋校
☎03-3966-4131

江戸川校
☎03-5607-3681

八王子校
☎042-622-8201

赤羽校
☎03-3909-8333

足立校
☎03-3605-6146

府中校
☎042-367-8201

▲グラフィック印刷科生徒
によるオフセット印刷実演

▲アパレルパタンナー科生徒
作品「シネマファッション」

▲自動車塗装科による「木製
オルゴールのステンシル教室」

▲和装技術科生徒が製作し
た浴衣・座布団の展示

▲なめし革の上に展示され
た製くつ科生徒作品

▲技能祭で販売する作品の
製作に励む木工技術科生徒

▲広告美術科生徒作品「正門
ゲート」

▲機械CAD科生徒作品「あや
つり人形」

※台東分校は、足立校にお
いて、足立校と共同で技能
祭を開催

【事業全般に関する問
合せ先】
産業労働局雇用就業
部能力開発課
☎03-5320-4715

▲機械加工科による「フライ
ス盤操作体験」

▲機械加工科生徒作品「レー
ルバイク」

▲電気設備管理科による「ミ
ニチュアポンプの製作教室」

▲電気工事科生徒作品「ジャ
ンケンゲーム機」

▲電気工事科による「ソー
ラーカー工作教室」

▲電気設備技術科による「ぷ
るぷるテントウ虫工作教室」
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上半期の労働相談件数は、２万5,000件超で推移
　平成25年度上半期の労働相談件数は25,608件で、前年
度同期に比べて5.3％減でした。なお、近年労働相談件数
は年間５万件台と、高水準で推移しています。(図１)

前年度同期に比べて増加した「賃金不払」の相談
　相談内容としては、｢退職」、「解雇」、｢賃金不払」、「職場
の嫌がらせ」、「労働契
約」が多いことがわかり
ます。なお、「賃金不払」
は、前年度同期に比べ
て2.7％増加しました。
(図２)
注　「解雇」は、使用者の一
方的な意思による雇用契約
の終了です。一方、「退職」
は、使用者からの働きかけ
(勧奨や強要)も含みますが、
労使合意に基づき雇用契約
を終了するものです。

＊　　＊　　＊　　＊　　＊　
　労働相談情報センター・各事務所では、日頃より労働相
談を受け付けています。窓口の詳細は右表のとおりです。

労働相談情報センター相談窓口
電話相談 東京都ろうどう110番　 0570-00-6110
  平日：９時～ 20時(終了時間) 
  土曜：９時～ 17時(終了時間)
来所相談  平日：９時～ 17時(終了時間)
 (予約制)  平日夜間：17時～ 20時(終了時間)
 　※窓口ごと決められた曜日に対応
  土曜：９時～ 17時(終了時間)※飯田橋のみ実施

【問合せ先】産業労働局雇用就業部労働環境課　☎03-5320-4650

バックナンバー　 HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/tokyorodo/keyword/

　公共職業訓練とは、職業能力開発促進法に基づき、国及び都道府県が、求職者(離職
者、転職者や学卒者)及び在職者に対して、職業に必要な技能及び知識の習得を目的に
実施する職業訓練のことです。訓練期間中に訓練に専念できるよう給付金等の支援制

度もあります。東京都では、都立職業能力開発センター (13か所)
と東京障害者職業能力開発校において訓練を実施しています。 

〔求職者向け訓練〕年齢等の制限のない一般向け訓練のほか、高
年齢者、若年者、非正規労働者、育児のために離職した方等の
対象別でも実施 

〔在職者向け訓練〕中小企業等で働く方の能力向上のためのキャ
リアアップ講習、中小企業のニーズに合わせたオーダーメイド
訓練、中堅青年技能者への技能継承のための東京ものづくり名
工塾等を実施 

〔障害者職業訓練〕東京障害者職業能力開発校と都立職業能力開
発センター３校において、障害に応じて実施

〔再就職促進等委託訓練〕職業訓練の受講機会の確保・拡大を図る
ため、民間教育機関等に委託して実施 

〔保育サービス付き職業訓練〕子育て中の求職者のため、訓練中
に保育サービスを実施

労働　　　豆知識⑱
「公共職業訓練」

keyword

－東京都労働相談情報センター上半期の労働相談概況－
相談内容トップは「退職」、  「賃金不払」相談は増加
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窓口 所在地 電話
番号

担当区域 
(会社所在地)

夜間
(予約制)　　　　　　　　　　　　　　

労働相談
情報

センター
(飯田橋)

〒102-0072
千代田区飯田橋3-10-3
東京しごとセンター９F

03
(3265)
6110

千代田区・中央区・新宿
区・渋谷区・中野区・杉並
区・島しょ

月曜
金曜

大　崎
事務所

〒141-0032
品川区大崎1-11-1
ゲートシティ大崎
ウエストタワー２F

03
(3495)
6110

港区・品川区・目黒区・大
田区・世田谷区 火曜

池　袋
事務所

〒170-0013
豊島区東池袋4-23-9

03
(5954)
6110

文京区・豊島区・北区・荒
川区・板橋区・練馬区 木曜

亀　戸
事務所

〒136-0071
江東区亀戸2-19-1
カメリアプラザ７F

03
(3637)
6110

台東区・墨田区・江東区・
足立区・葛飾区・江戸川
区

｠火曜

国分寺
事務所

〒185-0021
国分寺市南町3-22-10

042
(321)
6110

立川市・武蔵野市・三鷹
市・青梅市・昭島市・小金
井市・小平市・東村山市・
国分寺市・国立市・福生
市・東大和市・清瀬市・東
久留米市・武蔵村山市・
羽村市・あきる野市・西
東京市・西多摩郡

月曜

八王子
事務所

〒192-0046
八王子市明神町3-5-1

042
(645)
6110

八王子市・府中市・調布
市・町田市・日野市・狛江
市・多摩市・稲城市

水曜

注１：平日･夜間ともに12月29日～１月３日は実施していません。
注２： 土曜相談は、祝日および12月28日～１月４日は実施してい

ません。
HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/soudan-c/center/
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2013年　年末一時金要求・妥結状況(11月７日現在)中間調査結果
都内民間労組の冬のボーナス平均妥結額720,777円、同一労組との前年比は2.44％増
東京都が行った今年の都内民間労組の年末一時金要
求･妥結状況の中間調査結果によると、調査対象1,000組
合のうち、集計可能な252組合の平均妥結額は720,777円
で、平均賃金(313,172円・38.8歳)の2.30か月分でした。同
一労組の前年妥結額と比較すると、金額で17,167円、率
で2.44％上回っています。
産業別･業種別( ５労組以上)にみると、妥結額の対前
年比が最も高い業種は「建設業」(18.53％ )、次いで「宿

泊業,飲食サービス業」(15.84％ )、「情報通信機械器具製
造業」(6.66％ )でした。一方、妥結額の対前年比が最も
低い業種は「鉄鋼業」(△6.04％ )、   次いで「パルプ、  紙、   
紙製品」(△5.59％ )、  「私鉄・バス」(△3.52％ )でした。
なお、要求を提出した労組のうち、集計可能な359組

合の平均要求額は756,445円で、平均賃金(316,097円・
38.8歳)の2.39か月分でした。同一労組の前年要求額と比
較すると、0.97％の増加となっています。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/sodan/chousa/youkyu-daketsu/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部労働環境課　☎03-5320-4647

2013年　年末一時金要求・妥結状況(加重平均) 2013年11月７日現在

区　　分

産        業

要　　　　求 妥　　　　結

平均 
年齢

平均
賃金

件
数 平均額 対前

年比 前年額 月数 平均
年齢

平均
賃金

件
数 平均額 対前

年比 前年額 月数

漁　　　　　　　　 　 業  37.0 338,265 1 855,811 △ 0.69 861,716  2.53  37.0 338,265 1 855,811 △ 0.69 861,716  2.53 
鉱業、採石業、砂利採取業                   
建　　　　 設　　　　 業  38.3 360,956 11 649,551 2.88 631,353  1.80  38.2 386,461 8 541,819 18.53 457,133  1.40 
製　　　　 造　　　　 業  38.0 310,328 168 795,764 2.62 775,451  2.56  38.0 313,068 133 790,141 2.83 768,366  2.52 

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

食 料 品、 た ば こ  35.6 294,071 18 764,186 0.38 761,309  2.60  35.1 298,444 12 807,653 4.48 773,046  2.71 
繊 維 、 衣 服  40.4 333,213 2 874,299 △ 8.87 959,349  2.62  40.4 333,213 2 872,136 △ 8.88 957,155  2.62 
木 材、 家 具 装 備 品  39.9 323,375 2 770,742 △ 0.06 771,202  2.38  37.0 253,800 1 234,765 △ 2.44 240,625  0.93 
パ ル プ、 紙、 紙 製 品  40.2 306,965 7 727,576 △ 3.64 755,050  2.37  40.2 306,965 7 635,350 △ 5.59 672,947  2.07 
印 刷　・ 同 関 連  37.4 257,864 9 522,799 △ 4.59 547,923  2.03  39.8 277,594 2 357,344 △ 17.61 433,738  1.29 
化 学 工 業  36.0 330,020 22 866,579 0.45 862,709  2.63  35.8 333,440 19 873,185 0.17 871,686  2.62 
石 油　・ 石 炭 製 品  38.0 386,288 1 830,519 △ 4.33 868,125  2.15  38.0 386,288 1 830,519 △ 4.33 868,125  2.15 
プ ラ ス チ ッ ク 製 品                   
ゴ ム 製 品  37.8 300,348 7 779,885 1.32 769,701  2.60  37.8 300,437 6 778,566 1.67 765,769  2.59 
な め し 革　・ 毛 皮                   
窯 業　・ 土 石 製 品  40.2 328,256 4 725,888 1.90 712,378  2.21  40.2 328,256 4 717,872 2.67 699,212  2.19 
鉄 鋼 業  40.0 295,267 9 598,976 △ 5.11 631,241  2.03  40.0 295,267 9 576,356 △ 6.04 613,420  1.95 
非 鉄 金 属  38.8 299,068 10 819,463 △ 0.45 823,130  2.74  38.9 300,234 8 797,891 1.61 785,242  2.66 
金 属 製 品  36.5 279,461 4 711,860 46.97 484,366  2.55  35.5 288,330 2 606,879 108.93 290,464  2.10 
機 械 器 具 製 造 業  38.9 315,859 31 799,380 △ 2.41 819,160  2.53  38.9 317,161 24 785,311 △ 1.41 796,506  2.48 
電子部品・デバイス・電子回路製造業  41.1 351,600 12 931,134 △ 2.21 952,174  2.65  41.1 351,485 10 901,918 0.46 897,777  2.57 
電 気 機 械 器 具  37.0 322,185 4 758,262 4.73 724,011  2.35  37.0 322,185 4 769,098 12.14 685,850  2.39 
情報通信機械器具製造業  39.4 315,637 7 731,100 7.70 678,815  2.32  39.4 315,890 6 704,729 6.66 660,730  2.23 
輸 送 用 機 械 器 具  36.9 294,761 16 795,186 6.39 747,400  2.70  36.9 294,914 14 780,551 6.35 733,934  2.65 
そ の 他 製 造  38.9 313,035 3 883,035 30.33 677,556  2.82  40.1 327,425 2 587,877 2.16 575,460  1.80 

電気 ・ガス･熱供給･水道業                   
情 報 通 信 業  37.7 336,899 38 857,023 △ 1.19 867,360  2.54  37.1 284,087 15 769,167 △ 0.31 771,556  2.71 

内
　
訳

通 信 ・ 放 送  37.3 368,600 1 670,000 △ 17.38 810,920  1.82          
情 報 サ ー ビ ス  37.6 298,650 14 727,277 △ 0.46 730,661  2.44  37.1 280,522 12 778,098 △ 0.05 778,488  2.77 
情 報 制 作(出 版 等)  38.2 433,940 23 1,322,960 2.32 1,292,986  3.05  37.3 412,591 3 447,278 △ 14.27 521,745  1.08 

運 輸 業、 郵 便 業  39.6 309,464 32 818,063 △ 1.03 826,536  2.64  39.6 311,428 24 734,482 △ 1.08 742,490  2.36 

内
　
訳
　

私 鉄 ・ バ ス  39.7 312,542 13 865,865 △ 1.77 881,483  2.77  39.7 312,542 13 822,651 △ 3.52 852,666  2.63 
道 路 貨 物 運 送  39.7 306,230 11 770,061 △ 0.05 770,451  2.51  39.5 310,501 7 635,165 2.76 618,098  2.05 
そ の 他 運 輸  37.6 308,693 8 764,360 △ 2.25 781,968  2.48  36.7 301,667 4 774,537 △ 3.36 801,452  2.57 

卸 売 業・ 小 売 業  40.9 316,104 43 571,120 3.40 552,348  1.81  41.6 320,093 30 550,051 4.62 525,754  1.72 
金 融 業・ 保 険 業  38.5 353,780 6 833,539 △ 0.47 837,516  2.36  38.1 352,137 4 790,797 8.51 728,762  2.25 
不 動 産 業、 物 品 賃 貸 業  36.7 271,340 2 678,351 0.00 678,351  2.50  36.7 271,340 2 664,297 0.00 664,297  2.45 
学 術 研 究、 専 門･技 術 サ ー ビ ス 業  38.6 292,849 5 657,681 △ 8.44 718,344  2.25  38.5 293,115 3 615,189 △ 2.37 630,113  2.10 
宿 泊 業、飲食サービス業  37.4 262,974 12 525,051 1.19 518,873  2.00  38.0 291,983 9 489,033 15.84 422,165  1.67 
生活関連サービス業、娯楽業  46.4 281,117 1 281,117 △ 3.32 290,780  1.00          
医 療 、 福 祉  37.6 261,344 4 845,145 1.81 830,128  3.23          
教 育、 学 習 支 援  41.3 392,312 18 1,309,078 △ 4.71 1,373,786  3.34  35.8 303,760 10 932,559 0.96 923,661  3.07 
複 合 サ ー ビ ス 事 業  39.7 373,646 3 746,698 △ 1.93 761,418  2.00  39.3 378,865 2 707,929 0.67 703,210  1.87 
サ ー ビ ス 業(そ の 他)  39.6 287,585 15 616,762 △ 4.99 649,141  2.14  39.5 286,758 11 593,723 △ 0.75 598,202  2.07 
総 平 均  38.8 316,097 359 756,445 0.97 749,208  2.39  38.8 313,172 252 720,777 2.44 703,610  2.30 
(注) (１)  金額は原則として組合員平均である。　　(２)  平均賃金は基準内賃金である(毎月決まって支給されているもので通勤費を除いたもの)。
 (３)  加重平均とは組合員一人当たりの平均である。
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①事業所内保育施設設置・運営等支援助成金
②子育て期短時間勤務支援助成金
③中小企業両立支援助成金
　Ⅰ代替要員確保コース
　Ⅱ休業中能力アップコース
　Ⅲ継続就業支援コース
　Ⅳ期間雇用者継続就業支援コース

HP  http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/
【問合せ先】東京労働局雇用均等室　☎03-6893-1100

東京労働局からのお知らせ

非正規雇用比率は35.7％
　正規・非正規ともに雇用者が増加している一方、自営
業主、家族従業者は減少の一途をたどっています。なお、
非正規雇用比率は35.7％と、引き続き上昇しました。(図１)

卸売業,小売業の有業者数は109.7万人
　働く人が最も多い産業は卸売業,小売業、正社員が最
も多い産業は製造業となっています。(図２)

事務従事者は178.0万人
　事務、専門的・技術的職業に従事する人は、長期的に
みて大きく増加しています。専門的･技術的職業には、
保健医療関係や教員、技術者等が含まれます。(図３)

男女で大きな違いがみられる“従業上の地位”
　男性は、正規職員・従業員、会社役員、自営業主の割
合が女性に比べて高い一方、女性は、パート、アルバイ
ト、派遣社員等非正規割合が男性に比べて高くなってい
ます。また、東京は、全国に比べて、男性の会社役員割
合、女性の正規割合が高い等の特徴がみられます。(図４)

～総務省「就業構造基本調査」結果から②東京の有業者～　正規・非正規とも雇用者は増加

総務省「就業構造基本調査」(2012年実施分)の調査結果について、今回は「東京の有業者」という切り口で、デー
タを紹介します。(この連載は、不定期に掲載します。)

事業主の皆様！　平成25年度両立支援助成金のご案内
　「両立支援助成金」は、従業員の職業生活と家庭生活の両立を支援するための制度を導入し、制度の利用を促進し
た事業主または事業主団体に対して支給する助成金で、以下の３種類があります。 
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図２　産業別・就業形態別有業者数
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　　が見直されたため、この２つは2007年までの数値を掲載している。
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助成金内容は、来年度以降変更の可能性があります。
申請総額が予算額を超過した場合、申請状況により予
算額が不足することが見込まれる場合は、予算の範囲内
において助成金を支給
します。
この助成金制度は、

全額事業主負担である
雇用保険二事業で行わ
れています。
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■キャリアアップ講習12月受付
主に平日夜間や休日に実施する短期講習

〔講習内容〕  Excelによる日常業務のデータベース設計、プ
ログラミングの基礎(実技)、ネットワークセ
キュリティ技術(上級)、販売管理(Access編)、
介護福祉士受験対策(実技)等全24コース   

〔対象〕 現在働いている方で都内に在住または在勤の方　
〔費用〕 授業料1,600円～ 6,500円(他に教科書を各自購入)
申込みは、①往復はがき→12月８日(日)(消印有効)、ま
たは②インターネット及び  →12月10日(火)までに、必
要事項を記入の上、直接実施校へ。　

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/carr_up/
【問合せ先】
産業労働局雇用就業部能力開発課　☎03-5320-4719
■中央・城北地域　合同就職面接会

〔日時〕 12月10日(火)13時～ 16時(受付：12時30分～ 15時)
〔会場〕 中央･城北職業能力開発センター板橋校
 人材育成プラザ２階体育室

〔参加企業数〕約40社
申込不要・入退場自由です。履
歴書、参加申込書( HP  からダ
ウンロード可)に必要事項を記
入の上、当日直接会場へ。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/vsdc/chuo/
【問合せ先】
中央･城北職業能力開発センター　☎03-5800-2611
■「東京都中小企業職業訓練助成金」追加募集中
国の助成制度では対象とならない短時間･小規模な従業
員教育にかかる費用を一部助成しています。

〔対象訓練〕 ･ 平成26年１月～３月に開始し、終了する訓練
   ･ １コース６時間以上(上限あり)、都内で行わ

れるOFF-JT※で、受講者が２人以上の訓練
   ※集合して行われ、通常の業務と区別できる訓練

〔支給額〕 助成対象の受講者一人１時間あたり一律430円
〔申請期限〕 12月27日(金)
申込みは、事前に電話予約の上、必要書類( HP  からダ
ウンロード可)を持参して、申請窓口に提出して下さい。
募集要項、申請窓口の管轄地域等詳細は下記 HP  をご
覧下さい。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/ikusei/kunren_
josei/ 

【申請窓口・問合せ先】※会社所在地により申請窓口が異なります。
中央･城北職業能力開発センター 　☎03-5800-2611 
城南職業能力開発センター　☎03-3472-3411 
城東職業能力開発センター　☎03-3683-0341 
多摩職業能力開発センター　☎042-500-8700

東京都労働相談情報センター
からのお知らせ

都立職業能力開発センター
からのお知らせ

＊ セミナーの募集は、全て申込み先着順です。定員に達した場合は、
申込受付を終了いたしますので、あらかじめご了承下さい。

■労働セミナー
企業がパートを雇うときに知っておきたい実務ポイント

〔日時〕 12月10日(火)・17日(火)14時～ 16時
〔講師〕 特定社会保険労務士 櫻井 三樹子 氏
〔定員〕 60名　※１日のみの参加可　
〔会場〕 国分寺労政会館４階第五会議室

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/seminarform/index/menu/
【申込み先】労働相談情報センター　☎03-5211-2209
■「東京都中小企業ワークライフバランス推進助成
金」申請受付中
　ワークライフバランスの推進にかかる経費について、
都内中小企業等に助成しています。

助成対象となる経費の例
･  在宅勤務制度やモバイル勤務制度等の新規導入にか
かる費用
･   ファミリーデー等従業員の家族等懇親事業の実施に
かかる費用　ほか

〔主な申請要件〕  常時雇用する労働者を２名以上雇用し
ている都内中小企業等

   (他の要件については、 HP  を参照のこと)
〔助成率〕２分の１
〔助成限度額〕毎年度あたり100万円(最大２年度以内)
〔申請期限〕 12月20日(金)　
※予算の範囲を超えた場合は、申請期限より前であっても、受付
を終了します。

申込みは、事前に電話予約の上、必要書類( HP  からダ
ウンロード可)を持参して、申請窓口に提出して下さい。
審査を経て、交付決定の可否を連絡します。募集要項、
申請窓口の管轄地域等詳細は下記 HP  をご覧下さい。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/equal/ryoritu/josei/
【申請窓口・問合せ先】
※会社所在地により申請窓口が異なります。
労働相談情報センター (飯田橋)　
☎03-5211-2248 
労働相談情報センター大崎事務所
☎03-3495-4872 
労働相談情報センター池袋事務所　☎03-5954-6505 
労働相談情報センター亀戸事務所　☎03-3682-6321
労働相談情報センター国分寺事務所　☎042-323-8511
労働相談情報センター八王子事務所　☎042-645-7450
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東京しごとセンターの
セミナー・講習

会場：東京しごとセンター
住所：〒 102-0072
　　　千代田区飯田橋 3-10-3
■29歳以下
①就コム！ 
グループワーク中心の「セミナー」と
個別「カウンセリング」で、早期就職
を目指す。

〔日時〕 16期生  ※募集開始：12月２日(月)
  2014年１月７日～２月18日

の毎週火・金　14時～ 17時
 17期生  ※募集開始：12月９日(月)
  2014年１月23日～３月３日

の毎週月・木　10時～ 13時
〔定員〕 各期10名
■34歳以下
②しごと力強化ゼミ
３日間で、「課題に対
し、チームで考え、
協力して完成する」と
いう仕事の基本を体
験する。 

〔日時〕 12月６日(金)・10日(火)・　　
 13日(金)10時～ 17時

〔定員〕 20名
③自己理解
今の自分を振り返り、目標とする社
会人像を考えることで、就活の方向
性を考える。※募集開始：11月28日(木)

〔日時〕 12月12日(木)10時～ 17時
〔定員〕 20名

④SPI筆記試験対策(分野別)
SPIの問題を解き、分野ごとに攻略
ポイントを習得する。
※募集開始：12月２日(月)

〔日時〕 12月16日(月)10時～ 13時
〔定員〕 15名
⑤ビジネスマナー
職業人として必要なマナーを身につ
ける。※募集開始：12月３日(火)

〔日時〕 12月17日(火)10時～ 17時
〔定員〕 20名
⑥模擬面接(実践編)
面接本番で緊張せずに自己アピール
できる力をつける。
※募集開始：12月６日(金)

〔日時〕 12月20日(金)10時～ 17時
〔定員〕 20名
⑦とうきょうJOBフェスタ
午前に企業研究セミナー、午後に企
業説明会を実施する。
※募集開始：12月４日(水)

〔日時〕 12月18日(水)10時～ 17時
〔定員〕 40名
■30歳～ 54歳
⑧人事担当者パネルディスカッショ
ン「今、求める人材とは」 
応募書類や面接でのポイントを、具
体例を通じて理解する。 

〔日時〕 12月17日(火)
 13時30分～ 15時30分

〔定員〕 100名

東京しごとセンター
多摩のセミナー

会場：東京しごとセンター多摩
　　　⑩を除く
住所：〒 185-0021
　　　国分寺市南町 3-22-10
■30歳～ 44歳
⑨就活ワークトレイン多摩～スター
トコース
非正規雇用歴が長い方向けに、正社
員を目指す短期集中プログラムで
す。※資格要件、面接選考あり  

〔日時〕 12月13日(金) ～ 19日(木)
 (全５日間)10時～ 16時

〔定員〕 15名
■55歳以上
⑩合同就職面接会
(会場：日野市新町交流センター )
シニア採用に意欲的な10社が参加予
定。予約不要、入退場自由です。履
歴書を複数持参の上、参加して下さ
い。 

〔日時〕 12月２日(月)13時30分～
 16時30分(受付：13時～15時30分)
■年齢不問
⑪合同就職面接会
25社が参加予定。予約不要、入退場
自由です。履歴書を複数持参の上、
参加して下さい。 

〔日時〕 12月13日(金)13時～ 16時
 (受付：12時30分～ 15時30分)

求職者
対象

求職者
対象

＊セミナー参加にあたり、東京しごとセンター・東京しごとセンター多摩に未登録の方は、事前に東京しごとセンターの利用登録をしていただきます。
＊セミナー等の募集は、原則先着順での受付となります。(「就活ワークトレイン多摩」を除く。)

東京都産業労働局雇用就業部調整課
〒163-8001 新宿区西新宿2-8-1　電話03（5320)4646
2013年(平成25年)11月25日発行　第1295号　昭和22年８月25日創刊
印刷物規格表１類　印刷番号(24)65　印刷　社会福祉法人東京コロニー

TOKYOはたらくネット
http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/

携帯版はこちら⇒

【申込み・問合せ先】※一部のセミナーについては、 HP  から申込み可能です。

①～⑦ ヤングコーナー　☎03-5211-2851　
⑧ ミドルコーナー　☎03-5211-2803
⑨～⑪ しごとセンター多摩　☎042-329-4524
  HP  http://www.tokyoshigoto.jp/

東京障害者職業能力開発校
「職域開発科」事前説明会を開催します

　「職域開発科」は、精神障害者･発達障害者の方
を対象とした職業訓練です。来年４月入校(訓練
期間６か月)に関する説明会を開催します。入校
の応募には、本説明会参加が必須条件です。入
校希望・検討中の方は必ず参加して下さい。

〔対象〕  精神障害･発達障害のある方で、就職希
望のある方(支援者も可)

〔説明会日時〕 ①12月10日(火)13時30分～
  ②12月20日(金)13時30分～
  ※ ①または②のいずれかを選択

〔会場〕 東京障害者職業能力開発校・大教室
申込みは、説明会開催各２日前までに、申込
書( HP  でダウンロード可)を で東京障害者
職業能力開発校へ。

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/school/handi/
【申込み先】東京障害者職業能力開発校
　　　　　☎042-341-1427　  042-341-1451

〔募集科目内容〕  調理、OAシステム開発、ビル管理、電気工事、
アパレルパタンナー、その他職業訓練指導   

〔求められる募集要件〕  科目関連の指導員免許を持つ方か同程
度に知識経験の豊富な方

   ※資格等が必要な科目あり
〔選考日〕 12月中旬　　 〔選考方法〕面接・能力実証等
〔選考人数〕16名程度
〔採用予定日〕2014年１月１日以降
〔勤務地〕 各職業能力開発センター等
〔選考申込期間〕 12月２日(月) ～９日(月)
申込みは、所定の申込書兼履歴書(各センター等か HP で入手)
を各職業能力開発センター等へ持参

HP  http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/topic/kousi/
【問合せ先】産業労働局雇用就業部調整課　☎03-5320-4702

東京障害者職業能力開発校
「職域開発科」事前説明会を開催します

都立職業能力開発センター等非常勤講師の募集


